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Case Study 2 Mother House 
 

大和証券グループ本社 広報部 CSR 担当部長 河口真理子 
 

社会的企業に関してはさまざまな動きがあるなかで定まった定義はないが、このソーシャ

ルビジネスカレッジでの、企業の評価のポイントとして以下の 4つをあげ, 
Case Study 2 以降はこの 4つの側面から企業評価する。 
 
① 社会的課題解決手段としてのミッションの妥当性 
② 企業が解決を目指す課題の社会的重要性 
③ ビジネスモデルとミッションの整合性 
④ キャッシュフローを生み出す、ビジネスモデルとしての能力 
 
１）ミッションの妥当性、社会的課題の重要性 
「途上国から世界に通用するブランドをつくる」がマザーハウスのミッションである。

日本など先進国の立場に立つと、途上国に対しては対等な意識を持ちづらい。途上国の貧

困問題には、独裁政治や汚職などによる社会機構の機能不全、低い教育レベル、人口増、

環境破壊、など社会構造上のさまざまな要因が絡み合っているとされるが、その中で無視

できないものは、経済のグローバル化の進展がもたらした負の影響―貧富の差の拡大―で

ある。 
グローバル化が進展する経済の中で、途上国は今まで農産物などの一次産品や多国籍企

業による先進国市場向け労働集約的製品への安い労働力の供給源、とみなされてきた。一

方で、安い労働力で製造した高付加価値製品を製造管理・販売し付加価値の大部分を受け

取るのは先進国である。グローバル経済成長の恩恵は先進国に集中し、途上国はその恩恵

をほとんど享受できず、結果として貧富の差が拡大してきた。こうした構造の中で、マザ

ーハウスのミッションが「途上国発のブランドづくり」であり「途上国での製品づくり」

ではないことの意味は大きい。 
創業当時、山口社長がバングラデシュで手探りしながらジュート製バッグをつくってい

く過程で、現地にはバッグづくりのための技術や素材は存在していることを発見する。バ

ングラデシュをはじめとした途上国の多くは、世界的なブランド製品の下請け拠点となっ

ているからである。 皮をなめす技術などは世界レベルだが、バングラデシュ製をブラン

ドにしても売れない。下請けの場合、彼らには労働賃金が支払われるだけで、付加価値は

ブランド企業が手にする。 
また、山口社長が素材として注目したジュートも、当時は安いエコバッグやコーヒー豆

の麻袋など低付加価値製品としてしか活用されず、ジュート製の高付加価値のオシャレな

バッグをつくるという発想はなかった。そこであえてバングラデシュの素材と製造である
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ことを、新たなブランドとして発信することには大きな社会的意義がある。 
現在マザーハウスの生産は自社工場と提携工場でおこなわれているが、自社工場の工員

も提携工場に対しても、下請け・途上国の安い労働力という意識ではなく、対等なパート

ナーとして処遇してきた。そのために、現地工場主や工員とさまざまなトラブルが発生す

るが、それらを克服するプロセス自体がマザーハウスの企業体力を増強することになり、

またそれをストーリーとして語ることはマザーハウスの認知度を高める効果をもたらした。

マザーハウスのストーリーが広がるにつれ、若い世代中心に共感の輪が広がり、バングラ

デシュ製のイメージは逆にプラスのイメージに変わり始めている。 
 

２）解決を目指す社会的課題の意義 
途上国の生産者を賃金面でも処遇面でも対等なビジネスパートナーとして遇すること

は、グローバルな社会的課題「貧困からの脱却・自立」を促す第一歩となる。今回の講義

で山口社長が指摘したように、自社工場の工員にＩＤカードを与えたり、医療チェックや

工員用ローンを提供するなどの取組みは、工員の自尊心・自立心を高め、会社へのロイヤ

リティを高める効果がある。その結果、早めに出勤して自主的に新しい技術を学んだり、

デザインの提案をするなど、自主性・積極性のある工員が増え、それが自社工場の高い生

産性に結びついている1。それまでバングラデシュの工員は、言われたことしかやらないの

が当たり前だったのを、対等なパートナーとして決め細やかな処遇によって、仕事への姿

勢を大きく変えることに成功している。途上国だけでなく先進国の企業でも、ワークライ

フバランスやダイバーシティなど社員への配慮が、企業の従業員の士気や忠誠心や生産性

向上やブランド価値向上に寄与する事例は少なくない2。 
従来から貧困問題の解決手段は先進国政府や国際機関などの援助とされてきたが、最近

は援助機関の非効率性や援助への依存性の高さから生じるモラルハザードなどの弊害など

から、貧困者の自立支援に軸足が移りつつある。 
具体的にはマイクロファイナンスのように、資金を寄附するのではなく貸与し返済させ

て、経済的に自立を促す仕組みの有効性が注目されている。マイクロファイナンスは農村

の女性などが、借りたお金で雑貨屋を経営したり、ニワトリの卵を市場で売るなど小規模

な事業を行って、現金収入の道を得て、経済的自立を目指す仕組みである。経済的に自立

することで家族の健康や教育にも投資ができるようになり、結果彼らの自尊心が回復され、

責任ある市民として地域の発展に貢献するとされる。こうした点からみても、マザーハウ

スの、工員の自立心・自尊心を尊重する人事方針は評価できよう。 
 

                                                   
1 講義の中で、自社工場は 33人で月産 1500個、提携工場は 130名で月産 2000個、との
コメントあり。 
2 リーアン・アイスラー「ゼロから考える経済学」英治出版 
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３）ビジネスモデルとミッションの整合性 
マザーハウスのビジネスモデルは、途上国の自社工場・提携工場において、自社デザイ

ンによるバッグや小物を製造し先進国で販売する方式である。販売市場は現時点では日本

のみだが、台湾など海外展開も検討中である。また、製造拠点もネパールで生産を開始す

るなど、バングラデシュ以外に拡大をはじめている。先述したように製造面の取組みとし

て、現地の工場や工員を対等なビジネスパートナーとして遇し、現地の工員の経済的・社

会的地位向上につなげている。 
また、日本では基本的に直営店での販売を行う。その際、競争の激しい日本市場で受け

入れられる最大の競争力は製品製造のプロセスをストーリーとして顧客に見せる共感の輪

を広げること、また独創的なデザイン性である。 
山口社長の理念や、創業からの苦楽のストーリーを、書籍やホームページ、店頭、マス

コミなどを通じて積極的に情報発信することで、マザーハウスの商品を持つこと自体が顧

客の主張にもつながるメッセージのあるブランドづくりに成功している。 
さらに顧客を対象に開催される工場訪問ツアーもユニークである。日本の顧客と工員が

工場で一緒にエコバッグをつくることで、途上国の現状を日本の消費者に伝える教育効果

があると同時に、工員が自分がつくった製品を買ってくれたお客さんと直接に交流するこ

とで彼らのモチベーションが大きく向上される。さらに、その結果工員には製品開発のア

イデイアも出てくるし、顧客のロイヤリティが高まるという効果も生まれている。 
なお、山口社長は社長兼デザイナーという肩書きもあり、自社デザインにも強いこだわ

りがある。創業初期は理念やストーリー先行でバッグを販売していたが、最近のモデルは

「Hanabira」にしても、実際の花の形状を研究してデザインするなど、デザイン性におい
ても急速に競争力を高めている。マザーハウスのことを知らない消費者に対しても訴求で

きるデザイン性で惹きつけた顧客に、その背後にあるストーリーを紹介するという手法も

とっており、それは日本の消費者に途上国の現状を知らせる社会的活動にもつながる。 
以上のように製造拠点における人権配慮と販売サイドでのストーリーを売るというマ

ーケティングは、「途上国の支援を、ビジネスで行って貧困をなくしたい」、という創業時

の理念ときわめて整合性が高いといえよう。 
 
４）ビジネスモデル 
同社は創業１年という早い段階で委託販売を全面的に停止し、直販に切り替えている。

通常は創業間もない体力のない会社の場合、委託販売中心での販売が主流とされる。しか

し、長期的に収益性では直販のほうが勝ること、また顧客のニーズを把握し製品デザイン

などに生かすことが製品の魅力・競争力強化につながる、という山口社長の直感的判断に

よって、結果として同社のビジネスモデルは、今日ファストファッションなどでも多い事

業形態―SPA（Speciality store retailer of Private label Apparel：製造から小売まで

を統合し最も垂直統合度が高く、サプライチェーン全体のムダ、ロスを極小化するビジネ



 

4/5 

スモデル）になっている。 

製造では、自社工場とともに提携工場を活用しているが、提携工場は通販生活などＢｔ

ｏＢ向け製品製造にしぼり、自社工場にて戦略商品を開発製造することによって、顧客ニ

ーズを商品開発に直接結びつけている。なお、ファストファッションと違う点は、1シーズ

ン限りの商品という設計ではなく、長く使用してもらいたい商品を提供している点、つま

り安くつくるために途上国に進出したのではなく、途上国発で付加価値のある製品をつく

りたいという逆の発想で、途上国での生産現場の情報も商品価値として競争力強化につな

げている点である。 

売り上げは、1.2億円（2009）、2.5億円（2010）、4.5億円（2011予測）とで伸びてい
るが、まだこの規模なので、当面このスピードでの拡大は期待できる。一方で現在のコス

ト構造はかなり低コストになっていると推測される。ロスが少ないとされる SPAに近い形
態に加え、人件費や間接費も低く抑えられていると考えられる。日本の社員は社長と同年

代で若く、また同社の理念に共鳴して働いているのでモチベーションは高いが、労働コス

トは低いと推測される。また同社の名前は有名になったが、広告宣伝は行っていない。同

社の取組みはユニークで社会性が高いビジネスで、企業活動そのものがメディアが注目す

るコンテンツなのでコストをかけて広告する必要はない。また店舗についても、少ない予

算で立ち上げた直営店第一号を社員自らがのこぎりで木材を切って手づくりした経緯から、

新規店舗も内装づくりは社員が行うのが伝統となり、かなり低予算で新店舗展開ができて

いる模様である。 
 

5）将来の展望と課題 
同社の業績は、マスコミの紹介による知名度アップと顧客の共感の増加、製造・販売両

面のノウハウの蓄積によるデザイン性・品質の向上、ロイヤリティの高い若い社員の増加

などの相乗効果によって、当面の間は順調に拡大すると思われる。ただし、将来的な課題

は、規模の拡大と理念・企業文化の共有の両立だろう。山口社長も、マザーハウスの理念

を共有する柱となる社員の育成を、課題としてあげている。また、規模の拡大につれて経

営に割く時間が増える中で、社長がデザイナーとしてとどまるにしても、デザインに振り

向けるエネルギーと資源をどこまで割けるかも課題になってこよう。サポートする後継デ

ザイナーの育成も必須となろう。 
今は黎明期なので、特に国内では社員も若くモチベーションも高く、社員のクラブ活動

的な情熱に支えられて拡大路線をつづけているが、ある程度規模が拡大してきた段階で軌

道修正が必要になろう。社員の年齢が上がるにつれ、家庭生活が重要になり普通の企業並

みの処遇を求める社員の声も強まろう。その際に労働のコスト上昇を、規模の拡大が吸収

できるのか。また、企業文化の共有と高いモチベーションの維持も難しくなろう。 
また、資金面では現在のところ経営陣による持ち株と借り入れで資金調達しているが、

規模拡大につれ、資本の増強も不可避となる。同社の文化・社長の今までの考えかたから
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するとＩＰＯによる資金調達の可能性は低いと思われるが、借り入れ以外にも長期的に安

定した資金源を考える必要はでてこよう。 
ＮＰＯや社会的企業の場合、理念を共有できる範囲で活動を継続するという観点から、

適性規模以上に業容を拡大しないという選択肢もあるが、同社は製造拠点も販路も海外に

拡大するとしている。同社のような理念と社会性を追及し急成長した企業事例として、化

粧品のボディショップとアウトドア用品のパタゴニアがある。いずれも理念を体現したビ

ジネスをブランド価値とし、海外展開を進めグローバル企業に成長したが、創業者は経営

を退いている。マザーハウスは若い会社で、当面その懸念はないと思うが、数十年後も社

長が経営から離反しない、会社の進む方向性が創業者の理念から乖離しないように、常に

理念に立ち返って経営を見直しながら、持続的に事業を拡大していくよう期待する。 
 


